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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１キャリアを用いる第１信号および第２キャリアを用いる第２信号を同一の無線回路
で受信した後にアナログ／デジタル変換する受信側通信装置に向けて、前記第１信号を第
１送信ウェイトベクトルに応じてアダプティブアレイ送信する第１通信ユニットと、
　前記受信側通信装置に向けて、前記第２信号を第２送信ウェイトベクトルに応じてアダ
プティブアレイ送信する第２通信ユニットと
を有する無線通信装置による無線通信方法であって、
　前記第１通信ユニットが前記受信側通信装置から受信した第１受信信号の第１受信レベ
ルと、前記第２通信ユニットが前記受信側通信装置から受信した第２受信信号の第２受信
レベルとを測定する測定ステップと、
　前記第１受信信号に基づいて、前記第１通信ユニットに対応する第１受信応答ベクトル
を算出し、前記第２受信信号に基づいて、前記第２通信ユニットに対応する第２受信応答
ベクトルを算出する算出ステップと、
　前記第１送信ウェイトベクトルおよび前記第１受信応答ベクトルに基づいて前記第１信
号の第１推定到達電力を算出し、前記第２送信ウェイトベクトルおよび前記第２受信応答
ベクトルに基づいて前記第２信号の第２推定到達電力を算出する推定ステップと、
　前記第１推定到達電力を前記第２推定到達電力と比較し、前記第１推定到達電力が前記
第２推定到達電力よりも高い場合に前記第１送信ウェイトベクトルの振幅を小さく補正し
、前記第２推定到達電力が前記第１推定到達電力よりも大きい場合に前記第２送信ウェイ
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トベクトルの振幅を小さく補正する補正ステップと
を備え、
　前記推定ステップでは、前記第１送信ウェイトベクトル、前記第１受信応答ベクトル、
前記第２送信ウェイトベクトル、および前記第２受信応答ベクトルに加え、前記測定ステ
ップによって測定された前記第１受信レベルおよび前記第２受信レベルを用いて、前記第
１推定到達電力および前記第２推定到達電力を算出することを特徴とする無線通信方法。
【請求項２】
　前記推定ステップでは、
　前記第１送信ウェイトベクトルと前記第１受信応答ベクトルとの乗算結果を前記第１推
定到達電力として算出し、
　前記第２送信ウェイトベクトルと、前記第２受信応答ベクトルと、前記第１受信レベル
および前記第２受信レベルの差分に基づく値との乗算結果を前記第２推定到達電力として
算出する
ことを特徴とする請求項１に記載の無線通信方法。
【請求項３】
　前記第１キャリアおよび前記第２キャリアは、互いに周波数が隣接することを特徴とす
る請求項１または２に記載の無線通信方法。
【請求項４】
　第１キャリアを用いる第１信号および第２キャリアを用いる第２信号を同一の無線回路
で受信する受信側通信装置に向けて、前記第１信号を第１送信ウェイトベクトルに応じて
アダプティブアレイ送信する第１通信ユニットと、
　前記受信側通信装置に向けて、前記第２信号を第２送信ウェイトベクトルに応じてアダ
プティブアレイ送信する第２通信ユニットと
を有する無線通信装置であって、
　前記第１通信ユニットが前記受信側通信装置から受信した第１受信信号の第１受信レベ
ルと、前記第２通信ユニットが前記受信側通信装置から受信した第２受信信号の第２受信
レベルとを測定する測定手段と、
　前記第１受信信号に基づいて、前記第１通信ユニットに対応する第１受信応答ベクトル
を算出し、前記第２受信信号に基づいて、前記第２通信ユニットに対応する第２受信応答
ベクトルを算出する算出手段と、
　前記第１送信ウェイトベクトルおよび前記第１受信応答ベクトルに基づいて前記第１信
号の第１推定到達電力を算出し、前記第２送信ウェイトベクトルおよび前記第２受信応答
ベクトルに基づいて前記第２信号の第２推定到達電力を算出する推定手段と、
　前記第１推定到達電力を前記第２推定到達電力と比較し、前記第１推定到達電力が前記
第２推定到達電力よりも高い場合に前記第１送信ウェイトベクトルの振幅を小さく補正し
、前記第２推定到達電力が前記第１推定到達電力よりも大きい場合に前記第２送信ウェイ
トベクトルの振幅を小さく補正する補正手段と
を備え、
　前記推定手段は、前記第１送信ウェイトベクトル、前記第１受信応答ベクトル、前記第
２送信ウェイトベクトル、および前記第２受信応答ベクトルに加え、前記測定ステップに
よって測定された前記第１受信レベルおよび前記第２受信レベルを用いて、前記第１推定
到達電力および前記第２推定到達電力を算出することを特徴とする無線通信装置。
【請求項５】
　前記推定手段は、
　前記第１送信ウェイトベクトルと前記第１受信応答ベクトルとの乗算結果を前記第１推
定到達電力として算出し、
　前記第２送信ウェイトベクトルと、前記第２受信応答ベクトルと、前記第１受信レベル
および前記第２受信レベルの差分に基づく値との乗算結果を前記第２推定到達電力として
算出する
ことを特徴とする請求項４に記載の無線通信装置。
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【請求項６】
　前記第１キャリアおよび前記第２キャリアは、互いに周波数が隣接することを特徴とす
る請求項４または５に記載の無線通信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信方法及び無線通信装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　シングルキャリア通信システムの一例として、ＰＨＳシステム（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｈ
ａｎｄｙｐｈｏｎｅ　Ｓｙｓｔｅｍ）の受信機は、図３に示す構成であり、アンテナ１０
１、帯域幅３００ｋＨｚのフィルタを備えた無線回路１０２、これにｆ１の周波数信号を
与える局部発振器１０３、無線回路１０２が検波して取出したベースバンドの受信信号を
Ａ／Ｄ変換するＡ／Ｄ変換器１０４、このＡ／Ｄ変換器１０４の変換した受信デジタル信
号を復調して元の送信信号ｆ１を出力するデジタル復調回路１０５を備えている。
【０００３】
　しかしながら、このシングルキャリア通信システムでは通信速度が遅く、その高速化が
強く求められている。それに応える通信方式が、マルチキャリア通信方式である。マルチ
キャリア通信方式は、無線通信の分野において通信速度の高速化の一手法として用いられ
ている。
【０００４】
　ＰＨＳシステムを応用したマルチキャリア通信システムの例について説明する。ＰＨＳ
システムでは、規格上、１キャリア幅が３００ｋＨｚ（シンボルレートは１９２ｋＨｚ）
であり、これを維持したまま高速化を行うためには、基本的に多値化するしか方法がない
。例えば、高速化手法としてキャリア幅の拡大（３Ｇシステムでは数ＭＨｚ）が有効であ
るが、そのためには規格を変更する必要があり、その場合には現在のＰＨＳ無線機とはま
ったく別のシステムになってしまう。
【０００５】
　そこで、規格を維持しつつ帯域を広げ、通信を高速化するために、図４の構成のＰＨＳ
受信機も考えられる。これは、同じキャリアを２つ使う受信ユニットＲ－ＵＮ１，Ｒ－Ｕ
Ｎ２を搭載した構成である。しかしながら、これは、いわば図３に示したシングルキャリ
ア受信機を１つの筐体の中に２台組み込んだような構成であり、特に無線回路１０２を２
系統搭載することによって筐体サイズが増し、また消費電力も大きくなるので現実的では
ない。
【０００６】
　昨今の技術進歩により、デジタル信号処理はかなり複雑な処理であってもサイズ、消費
電力等で無線回路（ＲＦ）に比べて負荷が小さくでき、デジタル信号処理によって分波す
ることが可能になってきている。そこで、図５に示す構成のものが２キャリアを同時に受
信するマルチキャリア受信機として現実的である。このマルチキャリア受信機は、３００
ｋＨｚ帯域の隣接信号を２波通過させる６００ｋＨｚ幅のフィルタを持った無線回路１０
２を搭載することで擬似的に帯域を広げ、２系統のデジタルフィルタ（ＤＦ）１０６－１
，１０６－２とデジタル復調回路１０５－１，１０５－２によるデジタル信号処理にて従
来の３００ｋＨｚ帯域の信号に分波し、通信の高速化を図る構成である。本願では、無線
回路を広帯域化し、デジタル信号処理で分波する処理手法をマルチキャリア処理と呼ぶ。
【０００７】
　ここで、マルチキャリア処理を送信機、受信機の両方で行う必要はなく、送信機は複数
キャリアを送信できる機能を搭載していればよい。ＰＨＳシステムの例では、基地局は多
チャンネル化の方向に向かっており、複数のキャリアを送信できる機能を本来的に搭載し
ている場合が多い。したがって、移動端末にマルチキャリア処理機能を搭載するだけで、
基地局の複数のＲＦを利用して高速化を図るマルチキャリア通信システムが実現できる。
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【０００８】
　しかしながら、そのようなマルチキャリア通信の場合、次のような解決すべき技術的課
題がある。マルチキャリア通信を行う場合、信号ｆ１と信号ｆ２とのレベル差が大きいと
、受信機側ではＡ／Ｄ変換器のダイナミックレンジの問題により、デジタル信号処理によ
る分波が適切にできなくなることがある。例示すれば、受信信号ｆ１，ｆ２のレベル差が
１０ｄＢあると、電力で１０倍（振幅で３．１６倍）、レベル差が２０ｄＢあると、電力
で１００倍（振幅では１０倍）の差になる。２０ｄＢのレベル差で、Ａ／Ｄ変換器が１２
ｂｉｔである場合、大きい方の信号は２０４８までレンジが取れるが、小さい方の信号は
２０４までしか取れず、量子化誤差が大きくなり、受信性能の劣化を引き起こす原因とな
る。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、このような従来の技術的課題に鑑みてなされたもので、基地局側の複数のア
ダプティブアレイ（ＡＡ）送信回路あるいはオムニ送信回路を制御して、受信端末側での
キャリア毎の到達電力が等しくなるように制御することができ、マルチキャリア受信機に
より安定した受信ができるようにする無線通信技術を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の特徴は、第１キャリアを用いる第１信号および第２キャリアを用いる第２信号
を同一の無線回路で受信した後にアナログ／デジタル変換する受信側通信装置に向けて、
前記第１信号を第１送信ウェイトベクトルに応じてアダプティブアレイ送信する第１通信
ユニットと、前記受信側通信装置に向けて、前記第２信号を第２送信ウェイトベクトルに
応じてアダプティブアレイ送信する第２通信ユニットとを有する無線通信装置による無線
通信方法であって、前記第１通信ユニットが前記受信側通信装置から受信した第１受信信
号の第１受信レベルと、前記第２通信ユニットが前記受信側通信装置から受信した第２受
信信号の第２受信レベルとを測定する測定ステップと、前記第１受信信号に基づいて、前
記第１通信ユニットに対応する第１受信応答ベクトルを算出し、前記第２受信信号に基づ
いて、前記第２通信ユニットに対応する第２受信応答ベクトルを算出する算出ステップと
、前記第１送信ウェイトベクトルおよび前記第１受信応答ベクトルに基づいて前記第１信
号の第１推定到達電力を算出し、前記第２送信ウェイトベクトルおよび前記第２受信応答
ベクトルに基づいて前記第２信号の第２推定到達電力を算出する推定ステップと、前記第
１推定到達電力を前記第２推定到達電力と比較し、前記第１推定到達電力が前記第２推定
到達電力よりも高い場合に前記第１送信ウェイトベクトルの振幅を小さく補正し、前記第
２推定到達電力が前記第１推定到達電力よりも大きい場合に前記第２送信ウェイトベクト
ルの振幅を小さく補正する補正ステップとを備え、前記推定ステップでは、前記第１送信
ウェイトベクトル、前記第１受信応答ベクトル、前記第２送信ウェイトベクトル、および
前記第２受信応答ベクトルに加え、前記測定ステップによって測定された前記第１受信レ
ベルおよび前記第２受信レベルを用いて、前記第１推定到達電力および前記第２推定到達
電力を算出することを要旨とする。　
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、基地局側の複数の通信ユニットを制御することによって受信端末側で
のキャリア毎の到達電力が等しくなるように制御し、マルチキャリア受信機により安定し
た受信ができるようになり、通信システムとして高速かつ信頼性の高い通信を可能にする
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施の形態を図に基づいて詳説する。図１は、本発明の１つの実施の形
態のアダプティブアレイ（ＡＡ）通信装置を示し、図２はこのＡＡ通信装置によるＡＡ送
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信処理を示している。
【００１５】
　本ＡＡ通信装置は、ＰＨＳ基地局に設置されるもので、複数のＡＡ通信ユニットＵＮ－
Ａ，ＵＮ－Ｂを制御して、それぞれの送信する信号ｓｆ－Ａ，ｓｆ－Ｂの受信端末側での
到達電力が等しくなるように制御し、受信端末側でマルチキャリア処理が安定して行える
ようにするものである。
【００１６】
　ＲＦ－Ａ信号を送受するＡＡ通信ユニットＵＮ－Ａは、複数本、ここでは４本のアンテ
ナ群Ａ１ａ～Ａ１ｄ、送受信モードを切替えるスイッチ（ＳＷ）群Ａ２ａ～Ａ２ｄ、アン
テナ群Ａ１ａ～Ａ１ｄにて受信され、デジタル信号に変換されたデジタル受信信号と、メ
モリに予め保存されている参照信号Ａ３を用いて受信ウェイトベクトルを計算する受信ウ
ェイトベクトル計算機Ａ４、この受信ウェイトベクトル計算機Ａ４の算出する受信ウェイ
トベクトルと受信デジタル信号群とを掛算する掛算器群Ａ５ａ～Ａ５ｄ、この掛算器群Ａ
５ａ～Ａ５ｄのかけ算結果を加算して復調受信信号ｒｆ－Ａとして出力する加算器Ａ６を
備えている。尚、図１ではＲＦ部としてアンテナのみが示してあるが、アンテナ群Ａ１１
ａ～Ａ１１ｄにて受信した無線信号をベースバンド信号に変換し、さらに受信デジタル信
号に変換し、逆に送信デジタル信号をベースバンドのアナログ信号に変換し、さらに搬送
波に重畳してアンテナ群Ａ１１ａ～Ａ１１ｄから送信するＲＦ部をアンテナ群にて簡略化
して示している。
【００１７】
　ＡＡ通信ユニットＵＮ－Ａは、さらに、受信デジタル信号と復調受信信号ｒｆ－Ａを用
いて受信応答ベクトルを計算する応答ベクトル計算機Ａ７、受信ウェイトベクトル計算機
Ａ４が算出した受信ウェイトベクトルと応答ベクトル計算機Ａ７が算出した受信応答ベク
トルとを用いて送信ウェイトベクトルを計算する送信ウェイトベクトル計算機Ａ８、受信
デジタル信号から受信レベルを測定するＲＳＳＩ測定器Ａ９、送信ウェイトベクトル計算
機Ａ８の算出する送信ウェイトベクトルとＲＳＳＩ測定器Ａ９の測定した受信レベルとか
ら到達電力を計算する到達電力計算機Ａ１０、この到達電力計算機Ａ１０の算出する到達
電力計算値と他方のＡＡ通信ユニットＵＮ－Ｂの到達電力計算機Ｂ１０の算出した到達電
力計算値とにより送信ウェイトを補正する送信ウェイト補正器Ａ１１、そして、この送信
ウェイト補正器Ａ１１の補正した送信ウェイトを送信信号ｓｆ－Ａに掛算して、その結果
の送信デジタル信号をアンテナ群Ａ１ａ～Ａ１ｄに出力する掛算群Ａ１２ａ～Ａ１２ｄを
備えている。
【００１８】
　受信ウェイトベクトル計算機Ａ４は、広く知られた演算、例えば、特開２００２－５０
９８９号公報の図１の受信ウェイトベクトル計算機、また図１５のウェイトベクトル制御
部に関連して開示されている方法によって連立方程式を解き、目的とする信号の係数が全
体として１となるようなウェイトを計算する。また、応答ベクトル計算機Ａ７は、同公報
において図１の受信応答ベクトル計算機に関連して述べられている計算方法によって受信
応答ベクトルＨ１を演算する。送信ウェイトベクトル計算機Ａ８は、受信ウェイトベクト
ル計算機Ａ４の算出する受信ウェイトベクトル、応答ベクトル計算機Ａ７の算出する受信
応答ベクトルＨ１を用いて、同公報の送信ウェイトベクトル計算機に関連して述べられて
いる計算方法によって送信ウェイトベクトルＷ１を算出する。
【００１９】
　到達電力計算機Ａ１０は、応答ベクトル計算機Ａ７の算出する受信応答ベクトルＨ１と
送信ウェイトベクトル計算機Ａ８の算出する送信ウェイトベクトルＷ１とＲＳＳＩ測定器
Ａ９の測定値ＲＳＳＩとを用いてＲＦ－Ａ側の到達電力を計算する。この計算式は後述す
る。送信ウェイト補正器Ａ１１は、ＲＦ－Ａ側の到達電力と後述するＲＦ－Ｂ側の到達電
力とを用いて送信ウェイトベクトル計算機Ａ８の算出した送信ウェイトベクトルＷ１の振
幅を補正し、その補正後の送信ウェイトベクトルを掛算器群Ａ１２ａ～Ａ１２ｄに出力す
る。
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【００２０】
　他方のＲＦ－Ｂ信号を送受するＡＡ通信ユニットＵＮ－Ｂの構成は、上記ＡＡ通信ユニ
ットＵＮ－Ａと同様である。そこで、図１では、ＡユニットとＢユニットの区別のために
、ＡＡ通信ユニットＵＮ－Ｂについては、各要素に上記ＡユニットＵＮ－ＡにおけるＡを
Ｂに代えた符号を付して示してある。
【００２１】
　次に、上記構成のＡＡ通信装置による信号送信動作について、図１のブロック図と図２
のフローチャートを用いて説明する。移動端末に対してマルチキャリア信号としてｓｆ－
Ａ，ｓｆ－ＢそれぞれをＲＦ－Ａ，ＲＦ－Ｂの両方のアンテナ群Ａ１１ａ～Ａ１１ｄ、Ｂ
１１ａ～Ｂ１１ｄそれぞれから送信する時の動作を説明する。
【００２２】
　まず、ＡＡ通信ユニットＵＮ－Ａ側のアンテナ群Ａ１１ａ～Ａ１１ｄにて受信した信号
を受信デジタル信号に変換し、本ユニットの掛算器群Ａ５ａ～Ａ５ｄに入力する。受信デ
ジタル信号は受信ウェイトベクトル計算機Ａ４、応答ベクトル計算機Ａ７、ＲＳＳＩ測定
器Ａ９にも同時に入力する。
【００２３】
　受信ウェイトベクトル計算機Ａ４では、受信デジタル信号と参照信号Ａ３を用いて、上
述した計算によって受信ウェイトベクトルを算出する。そしてこの受信ウェイトベクトル
を掛算器群Ａ５ａ～Ａ５ｄに出力し、また送信ウェイトベクトル計算機Ａ８に出力する。
【００２４】
　掛算器群Ａ５ａ～Ａ５ｄでは、受信デジタル信号と受信ウェイトベクトルとを掛算し、
その掛算結果を加算器Ａ６に出力し、加算器Ａ６はこれらを加算合成し、移動端末から送
られてきた送信信号の復調デジタル信号ｒｆ－Ａとして出力する（ステップＳ１Ａ）。
【００２５】
　ＡＡ通信ユニットＵＮ－Ａは、送信タイミングにおいて次のようにして送信デジタル信
号ｓｆ－ＡをＲＦ－Ａ信号に変換して送信する。応答ベクトル計算機Ａ６では、受信タイ
ミングで受信した受信デジタル信号と復調デジタル信号を入力し、上述した公知の演算に
よって受信応答ベクトルＨ１を算出する（ステップＳ２Ａ）。そして送信ウェイトベクト
ル計算機Ａ８が、受信ウェイトベクトル計算機Ａ４の算出した受信ウェイトベクトルと応
答ベクトル計算機Ａ７の算出した応答ベクトルＨ１を用い、上述した公知の演算によって
送信ウェイトベクトルＷ１を算出する。また、ＲＳＳＩ測定器Ａ９は、受信デジタル信号
の受信レベルＲＳＳＩを測定し、また、ＢユニットＵＮ－Ｂ側のＲＳＳＩ測定器Ｂ９から
信号ｒｆ－Ｂの信号レベルＲＳＳＩを受信し、これらを到達電力計算機Ａ１０に出力する
（ステップＳ３Ａ）。
【００２６】
　到達電力計算機Ａ１０では、送信ウェイトベクトル計算機Ａ８の算出した送信ウェイト
ベクトルＷ１とＲＳＳＩ測定器Ａ９の測定した受信レベルＲＳＳＩを用い、下記の数１の
演算式によって信号ｒｆ－Ａの到達電力を推定する（ステップＳ４Ａ）。
【００２７】
　上記ステップＳ１Ａ～Ｓ４Ａと同時に並行して、ＡＡ通信ユニットＵＮ－Ｂ側では、受
信端末からの送信信号ｓｆ－Ｂに対して、復調デジタル信号ｒｆ－Ｂを取り出し（ステッ
プＳ１Ｂ）、応答ベクトルＨ２を算出し、送信ウェイトベクトルＷ２を算出し、到達電力
を推定する（ステップＳ２Ｂ～Ｓ４Ｂ）。
【００２８】
　そして、ＡユニットＵＮ－Ａ側の到達電力とＢユニットＵＮ－Ｂ側の到達電力とを比較
し（ステップＳ５）、ＡユニットＵＮ－Ａ側の到達電力の方が大きければ、送信ウェイト
補正器Ａ１１，Ｂ１１において下記の数２式によって送信ウェイトベクトルＷ１の振幅を
補正する。また逆に、ＢユニットＵＮ－Ｂ側の到達電力の方が大きければ、送信ウェイト
補正器Ａ１１，Ｂ１１において下記の数３式によって送信ウェイトベクトルＷ２の振幅を
補正する。
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【００２９】
　ＡユニットＵＮ－Ａ、ＢユニットＵＮ－Ｂにおける到達電力の演算は次の通りである。
【数１】

【００３０】
　ただし、Ｈｘは受信応答ベクトルであり、ｘはユニット番号、ユニットＵＮ－Ａは１、
ユニットＵＮ－Ｂは２としている。そして、Ｈｘｙは受信応答（複素数）であり、ｘはユ
ニット番号、ユニットＵＮ－Ａは１、ユニットＵＮ－Ｂは２とし、ｙはアンテナ番号であ
り、４本のアンテナに対応して、ａ＝１，ｂ＝２，ｃ＝３，ｄ＝４としている。また、Ｗ
ｘは送信ウェイトベクトルであり、ｘはユニット番号、ユニットＵＮ－Ａは１、ユニット
ＵＮ－Ｂは２としている。そしてＷｘｙは送信ウェイト（複素数）であり、ｘはユニット
番号、ユニットＵＮ－Ａは１、ユニットＵＮ－Ｂは２とし、ｙはアンテナ番号であり、４
本のアンテナに対応して、ａ＝１，ｂ＝２，ｃ＝３，ｄ＝４としている。
【００３１】
　そして、ＡユニットＵＮ－Ａ側の到達電力の方がＢユニットＵＮ－Ｂ側より大きい場合
には、送信ウェイトの振幅を次の数２式によってＢユニットＵＮ－Ｂ側の信号ｆ－Ｂの送
信ウェイトベクトルＷ２には補正を掛けず、ユニットＵＮ－Ａ側の信号ｆ－Ａの送信ウェ
イトベクトルＷ１に補正を掛け、現実の到達電力が小さい方に揃うように補正する（ステ
ップＳ６）。
【数２】

【００３２】
　逆に、ＢユニットＵＮ－Ｂ側の到達電力がＡユニットＵＮ－Ａ側に等しいか大きい場合
には、送信ウェイトベクトルの振幅を次の数３式によってＡユニットＵＮ－Ａ側の信号ｆ
－Ａの送信ウェイトベクトルＷ１には補正を掛けず、ＢユニットＵＮ－Ｂ側の信号ｆ－Ｂ
の送信ウェイトベクトルＷ２に補正を掛け、現実の到達電力が小さい方に揃うように補正
する（ステップＳ７）。
【数３】

【００３３】
　そして、到達電力によって補正した送信ウェイトベクトルＷ１，Ｗ２を用いて送信信号
ｓｆ－Ａ，ｓｆ－Ｂに対して送信ウェイトを掛け、さらにＲＦ信号に変換してアンテナ群
Ａ１ａ～Ａ１ｄ，Ｂ１ａ～Ｂ１ｄから送信する。
【００３４】
　これにより、本実施の形態のマルチキャリア通信装置では、アダプティブアレイ方式で
マルチキャリア送信する無線基地局において、複数の送信ユニットによって１つの受信端
末にマルチキャリア送信するのに、無線チャネルによって信号間の受信レベルに大きな差
を発生させることがなく、したがって、マルチキャリア受信機能を持つ受信機にあって安
定した信号受信を可能にする。
【００３５】
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　尚、上記実施の形態では、２系統のマルチキャリア通信について説明したが、これに限
らず３系統以上のマルチキャリア通信に対して同様に適用できる。例えば、無線信号ＲＦ
－Ａ，ＲＦ－Ｂ、ＲＦ－Ｃの３つで送信到達電力を同じにする必要がある場合については
下記のようになる。
【００３６】
　ステップＳ１１：ＡユニットＵＮ－Ａで信号１（ｆ１）、ＢユニットＵＮ－Ｂで信号２
（ｆ２）、さらに、ＣユニットＵＮ－Ｃで信号３（ｆ３）のＡＡ受信処理を行う。
【００３７】
　ステップＳ１２：ＡユニットＵＮ－Ａ、ＢユニットＵＮ－Ｂ、ＣユニットＵＮ－Ｃ毎に
応答ベクトルの算出を行う。
【００３８】
　ステップＳ１３：ＡユニットＵＮ－Ａ、ＢユニットＵＮ－Ｂ、ＣユニットＵＮ－Ｃ毎に
送信ウェイトベクトルの算出を行う。
【００３９】
　ステップＳ１４：ＡユニットＵＮ－Ａ、ＢユニットＵＮ－Ｂ、ＣユニットＵＮ－Ｃ毎に
到達電力の算出を行う。この到達電力算出式は、数４式による。
【数４】

【００４０】
　ステップＳ１５：送信ウェイトベクトルの振幅を補正する。この補正は、数５式による
。
【数５】
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　つまり、無線キャリアＲＦ数が増えることにより、上のステップＳ１１～Ｓ１３の処理
をＲＦ毎に増やしていくことにより対応することができる。そして、上のステップＳ１４
の処理では、ある系統を基準にして比較する。比較基準なので、どの系統でもよい。さら
に、上のステップＳ１５の処理では、最小到達電力の系統に合わせる。尚、通信ユニット
の構成は各系統とも同様であり、図１に示したものである。
【００４２】
　また、本実施の形態はアダプティブアレイ通信方式の基地局について述べたが、マルチ
キャリア受信に対応した図５に示す構成の受信機に対して、信号を送信する基地局側は、
オムニ（Ｏｍｎｉ）送信を行う単純な構成のものであってもよい。そしてＯｍｎｉ送信を
行う無線通信装置の場合、応答ベクトル、送信ウェイトベクトルの算出は行わず、ＲＦ－
Ａ、ＲＦ－Ｂの送信電力の調整は、上記の送信ウェイトベクトルＷｘ、受信応答ベクトル
Ｈｘを固定的にＷ１＝Ｗ２＝Ｈ１＝Ｈ２＝（１，０）とし、図２のフローチャートにおけ
るステップＳ４以降の処理を行う。結局、αの倍率（電力比）に従って送信ウェイトの大
きさを決定することになる。
【図面の簡単な説明】
【００４３】
【図１】本発明の１つの実施の形態のアダプティブアレイ通信装置のブロック図。
【図２】上記実施の形態のアダプティブアレイ通信装置によるアダプティブアレイ送信処
理のフローチャート。
【図３】従来のシングルキャリア受信機のブロック図。
【図４】従来のマルチキャリア受信機のブロック図。
【図５】提案されているマルチキャリア処理ができるマルチキャリア受信機のブロック図
。
【符号の説明】
【００４４】
　Ａ１ａ～Ａ１ｄ…アンテナ、Ａ２ａ～Ａ２ｄ…スイッチ、Ａ３…参照信号、Ａ４…受信
ウェイトベクトル計算機、Ａ５ａ～Ａ５ｄ…掛算器、Ａ６…加算器、Ａ７…応答ベクトル
計算機、Ａ８…送信ウェイトベクトル計算機、Ａ９…ＲＳＳＩ測定器、Ａ１０…到達電力
計算機、Ａ１１…送信ウェイト計算機、Ａ１２ａ～Ａ１２ｄ…掛算器、Ｂ１ａ～Ｂ１ｄ…
アンテナ、Ｂ２ａ～Ｂ２ｄ…スイッチ、Ｂ３…参照信号、Ｂ４…受信ウェイトベクトル計
算機、Ｂ５ａ～Ｂ５ｄ…掛算器、Ｂ６…加算器、Ｂ７…応答ベクトル計算機、Ｂ８…送信
ウェイトベクトル計算機、Ｂ９…ＲＳＳＩ測定器、Ｂ１０…到達電力計算機、Ｂ１１…送
信ウェイト計算機、Ｂ１２ａ～Ｂ１２ｄ…掛算器。
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